
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 貸借期間が終了すれば、貸借していた生産緑地は必ず所有者に返還されます。 ※貸借の更新も可 

 

 

● 賃貸借（有償）の場合、「農地所有者（貸付人）に相続が発生したときは、借受人は農地を返還する」と

いった内容の賃貸借契約はできません。（借受者の同意を得られれば農地の返還は可能です。） 

● 使用貸借（無償）の場合は、上記の貸借契約を結ぶことができます。 

 

 

●本法律による生産緑地の貸借中に、農地所有者（貸付人）に相続が発生した場合、農地所有者（貸付人）

が、当該生産緑地の主たる従事者（借受人等）の年間に従事する日数の１割以上農業の業務に従事していれ

ば、「主たる従事者」として認められます。この場合には、生産緑地の相続人が買取申出するにあたり、ま

ず、借受人から生産緑地の返還を受けることが必要です。 

 

都市農地貸借円滑化法の施行により 

賃借の特徴 

2018 年 9 月に都市農地貸借円滑化法が施行され、生産緑地の貸借ができるように

なり、川崎市ではこれまで約１．９ヘクタールの生産緑地で円滑化法の貸借が行われて

います（202３年６月末現在）。生産緑地を対象とする都市農地貸借円滑化法による貸

借では、①相続税納税猶予制度の適用を受けている生産緑地の貸借が可能で、②生産緑

地の貸借中に所有者に相続が発生した場合に、生産緑地を貸し付けたまま相続した者

が相続税納税猶予制度の適用を受けることができます。 

また、生産緑地の貸借中に貸付者（所有者）に相続が発生した場合、所有者（被相続

人）が借受者の農業の業務に一定程度関与しており市長から主たる従事者であったこと

が認められれば、借受者から生産緑地の返還を受け、買取申出をすることが可能です。 

 

貸借の留意点 

生産緑地の主たる従事者証明と買取申出 

 

所有者 

 

 

 

 

 

都市農地貸借円滑化法による貸借の手続き 

 借 手  

農業委員川崎市 



 

 

● 借受人それぞれは下表の丸印の要件のすべてを満たす必要があります。 

● 借受人の農業者と農地所有適格法人は、農業に常時従事（年間 150 日以上）していることが前提とな

ります。 

 

お問い合わせ 川崎市都市農業振興センター農地課 電話０４４－８６０－２４６１ 

貸借の事業認定の要件等（借受人） 


